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経済状況が激しく変化しながら経済規模が格段と
拡大したことは世界各国から注目されているとこ
ろであるが，社会・経済状況の急速な変化により，
会社法改正の必要性が強く認識され，再改正の機
運が高まって今回の改正作業が完成したのもまた
事実である。そして現代的な企業法制の構築作業
において最大の難問とされている中国の国有企業
改革が大々的に進められてきたことも周知のとお
りである』)。しかしながら，今回の会社法改正が
そのような社会・経済状況の変化と時代の要請に
対･応できているかどうかは全く別問題であり，企
業・会社法Ilil1をめぐる「改革開放」以来の模索と
戸惑いが今回どのような形で現れ，それに対しど
のような評価が下るかは，正にいま注意深く観察
すべき事柄なのである5)。特に，内外直接投資の
著しい成長傾向や証券市場規模の急速な拡大など
と相俟って株式会社形態による事業経営活動が活
発化する中で、大小の一般投資家または起業家が
はじめに
中国はいわゆる「改革開放」以来，めざましい
経済発展を遂げてきており，その背景に経済活動
の円滑な遂行を支えるべく制定された数々の法規
が存在することは言うまでもない')。その中でも，
経済の現代化をめざす中国にとって，企業法制の
中心とも言える会社法の制定と改正は特に重要な
意義を有すると言えるが2)，この先の展開如何に
ついてはともかくとして，2006年１１１１日に施行
となった第二次改正会社法までの道のりは容易な
ものではなかった。
中国会社法は1993年12月に制定され翌年７月１
日から施行されたものであるが，1999年12月の第
一次改正3)を経て，2005年10月27日の第十届全国
人民代表大会常務委員会第十八回会議で第二次改
正が正式決定され，上記期日に施行となった。同
法成立から第二次改正までの12年の|Ⅲにおいても
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以下，まずこれら各段階の状況を概観したうえ
で，そこにおいて発生した｢経営権｣及び「法人財
産権」をめぐる問題について考察することとする。
この経済発展の波に乗って投資ないし経営参加す
る動きも経済を牽引する大きな力となりつつあり，
株主としての地位が法律上どのような保護を受け
られるかにつき関心が高まってきたのも自然な流
れであると言えよう。そしてこれは，理論的にも
整理を必要とする問題であり，研究の深化が期待
されるところである。
後に紹介するように，第二次改正会社法が少数
株主権を強化し，株主代表訴訟に関する規定を盛
り込んだことはそれ自体特筆すべき事項である。
だが，企業制度改革の文脈で言えば，その最重要
課題の一つである国有企業改革作業のプロセスの
中で企業と国家との関係をめぐる様々な議論が巻
き起こったという経緯を考えると，会社法のこの
改正が完了し施行となった現時点において，いま
－度この改正立法の位置付けを明確にする必要が
あると思われる。そしてこれは，同法の解釈論や
今後の立法論を展開するためにも役立つものと考
えられる。
そこで本稿は，上記問題関心に基づき，企業制
度における「経営権」及び「法人財産権」に関す
る論議の整理・検討を試みつつ，企業体制をめぐ
る企業と国家の緊張関係をはじめとする利害関係
状況につき，特に少数株主権との関係で，第二次
改正会社法が如何なる意義を有し，また，どのよ
うな影響を及ぼしうるかを考察することとする。
①国営企業の自主権の拡大への試行段階
国営企業の経営自主権の拡大を象徴する言葉と
して「権利下放」または「放権譲利」という語が
あるが，1978年の中国共産党第11期３中全会で，
それまでの経済体制における権力の過度の集中が
指摘され，「改革開放」が始動するようになった｡8）
この時期より，国家の所有権ないし権力から国営
企業の経営権を独立させるべきとする考えが徐々
に広まっていくことになる。この所有権と経営権
を分離させるという意味で，「両権分離」という
語が使われるようになった。
1979年７月に，「国営工業企業の経営管理自主
権の拡大に関する若Ｔの規定」をはじめとする計
五つの規定が国務院により公布され，)，生産能力
の運用，企業利益の一定程度の保留，余剰設備の
譲渡権，所要資金の自主融資，一定範囲の製品IIiii
lLlIl，一定基準内における従業員の自主的採用，企
業内組織の構築等を行う権利が認められた（なお，
その後この政策は更に拡大されたが、後述する)。
②企業利益上納制から納税制への移行段階
この段階に関する議論においては，国営企業の
財政権の拡大にかかわる側面が取り上げられがち
であるが，企業が獲得した利益をめぐる，国家と
の緊張関係の変化がここでも現れている。
納税制とは，国営企業の獲得した利益につき，
従来の利益上納に代わって，一定の税金を国家に
納付するという制度である。この制度への移行は
２回に分けて行われたが，最終的には，大型及び
中型国営企業と小型国営企業とで税率が異なるも
のの，財政面での対･国家関係では税金の納付で一
本化されるようになった。
なお，この時期においては，国務院の「国営工
業企業の自主権の一層の拡大に関する暫定規定」
による，企業の生産，販売，価格決定，物資仕入，
資金運用などの面において企業の自主的地位が更
二企業制度における「経営権」及び「法
人財産権」に関する考察
１．「改革開放｣後の企業制度改革プロセスの概観
「改革開放」後の企業制度改革は同時に経済体
制改革でもあるが，そのプロセスは，一般に，主
に政策の変遷を基準とする観点により四段階に分
けられる`)。即ち，第１期（79-83年）国営企業
の自主権の拡大への試行段階，第２期(83-87年）
企業利益上納制から納税制への移行段階（｢利改
税｣），第３期（88-92年）国有企業の請負経営責
任制などの施行段階，及び第４期（93年以降）企
業制度の近代化作業が本格化する段階である｡7）
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に強化された。 いるので、ここでは本稿の問題関心との関係で取
り上げるべき内容について言及することとする。
まず，同法第４条は，その１項において，会社
の株主は出資者として会社へ投入した資本額に応
じて，所有者としての受益権，重大事項決定権及
び管理者の選任権等を有するとしている。そして
同条２項は，会社は株主からの投資によって形成
されたすべての法人財産権を享有し，民事上の椎
③国営企業の請負経営責任制などの施行段階
請負経営とは，発注者との契約の締結を通じて，
事業の経営自体を請け負うというilill度である。こ
れにより，企業の経営者はその請負経営責任を負
うことになるわけである。この経営請負責任制は，
主に大・中型の国営企業で実施された形態である
が，この時期に制定された後述の「全人民所有制
工業企業法」によって，国営企業は「経営権」を
認められた。同法は，本稿の問題関心の一つであ
る，「経営権」をめぐる議論の整理・検討との関
係で重要なものとして位置づけられうるのである。
1988年４月に開催された第７期全国人民代表大
会第１回会議において，「全人民所有制工業企業
法」は可決された（以下「企業法」という）ので
あるが'0)，同法の基本規定である第２条において
は，全人民所有制工業が定義され，法による自主
的経営，損益自己負担，独立採算という制度が採
用されているのみでなく，企業の財産権につき，
企業財産は全人民所有に属し，国家は所有権と経
営権との分離の原則により企業に経営管理を任せ，
企業は国家が任せたその経営管理にかかる財産に
対し占有，使用及び法に基づく処分の権利を享有
する，と定められている。また，法的責任の主体
につき，同条は，企業の法人格と，管理財産によ
る民事責任を定める。なお，この点は｢民法通則」
の規定と同様である｡IＤ
利を有し，民事責任を負うとしているが，同条３
項は，会社における国有資産の所有権は国家に帰
属すると定めている。この第３項との関係で法人
財産権の意義と位置付けが問題となるのであり，
議論の的となっている。
次に，少数株主の保護についてであるが，同法
104条３号において会社株式の百分の十以上を保
有する株主は臨時株主総会の招集を請求できると
し,また,第111条において株主総会(｢股東大会｣）
または取締役会（董事会）の決議が法律，行政法
規に違反し，株主の合法的権益を侵害するときは，
株主は裁判所（｢人民法院｣）に当該違法行為と侵
害行為の差止め（｢停止｣）を求める訴訟を提起す
ることができると定める｡'2）
法人財産権の意義や理解の仕方については項を
改めて論じることとする。また，少数株主の保護
に関しては，｜司法への批判を含めて，次章で第二
次改正会社法について考察する際に整理・検討す
ることとする。
２。「経営権」に関する考察
（１）この用語と概念の意義やそれをめぐる中国
での議論について，日本では虞建新氏と周剣龍教
授による優れた先行研究が存在するため，日本で
の考察の進行上，ここでは，「経営権」をめぐる
議論について，虞氏の論稿を紹介・引用しながら
考察することとする。なお，次節において「法人
財産権」をめぐる'+１国での議論を考察する際に周
教授の論稿を引用することとする。
虞氏の研究によれば，1978年に全人民所有制企
業の経営権が拡大されてから，経済学者と民法学
者との間で企業の経営権の性質等をめぐって議論
④企業制度の近代化作業が本格化する段階
この段階においては，社会主義市場体fliilの構築
が憲法で明文化されるとともに，会社制度に関す
る初めての統一的法典である会社法（｢公司法｣）
が制定されるに至った。さらに，憲法第７条の｢国
営経済」は「国有経済」と改められた。これによ
り，市場経済体制に適した経済組織としての国有
企業体制への転換が改革政策の重要課題となった
わけである。
会社法の内容と主たる問題点については日本で
も既に多くの先行業績によって詳細に紹介されて
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②相対所有権説
「この見解は，全人民所有制企業の経営権を相
対的所有権と捉える。即ち，全人民所有制企業の
財産は国家所有権の客体であるため，国家は，企
業の財産に対して最終的な直接支配力を持ってい
る。企業は，国家から交付された財産に対して相
対的所有権を融資，法律が定めた範囲内で占用．
使用．処分することができる。この見解は，また
国民経済における全人民所有制企業の独立した地
位をいかに確保するかが，経済体制改革の最も重
要な課題であると強調して，企業の独立した地位
を確保するために，法人制度の導入に着|」して，
法律より企業の財産所有権の主体資格を確立し，
企業に法人格を与えるべきであると主張している。
なお，この見解は，両権分離に基づいて全人民
所有制企業の財産所有制度における国家所有権を
維持するという前提に立っているが，1981年の頃
に，早くも全人民所有Hill企業に法人制度を導入す
べきであると主張した点では，中国の企業財産制
度の改革を進める上で有意義であった｡｣'６）
がなされるようになり，また，1982年以降，憲法
及び民法総則などによって「両権分離」の原則が
設けられ，経営権が法制化されると，その議論は
一層活発になり，その議論は，主として企業の経
営権の性質，企業の経営権と国家所有権との関係
をめぐって展開されたという'3)。
まず，経営権の概念についてであるが，企業が
｢国から委ねられた財産」に対して権利を行使す
るという点からすれば，経営権は国家所有権から
派生した権利であり，この点に限っては，見解が
ほぼ一致しているとされている。しかし法体系の
位置付け，とりわけ社会主義の法体系における位
置付け，伝統の民法の法体系といった視点から，
｢経営権」については，学説上，占有権説，相対
所有権説，商品所有権説，及び用益物権説などが
唱えられたとされているM)。以下，これらについ
ての同氏による紹介を引用する。（以下のIMU注は
筆者による）
①占有権説
「この説は，国家所有権を前提にして国家と企
業との関係を論じている，国家所有権のもとでは，
国家は，法人ではないが，企業財産の所有者とし
て全人民の利益を代表するが，直接には生産経営
の活動を行わず，これらの活動を個々の企業に委
ねる。一方，企業は，財産関係では，国家所有権
の客体である。しかし，権利主体としては，企業
は独立した法人であり，独立した財産，経営権お
よび独自の利益を有するはずである。
このように，国家と企業が所有者と生産者の関
係にあるため，企業の財産権を適当に分離する必
要がある。企業の財産に対しては，国家は所有権
を有し，企業は占有権を有する。これがいわゆる
国家と企業の二重財産権構造である。なお，二つ
の権利は性質が違うものであり，占有権は所有権
から派生された一種の独立した物権である。さら
に，この見解は，社会主義社会に商品経済が存在
することを前提にして，企業間の商品交換を行う
際に，移転された財産権は所有権ではなく，占有
権であると主張している｡｣'5）
③商品所有権説および用益物権説
「商品所有権説は，中国の計画的商品経済のも
とで全人民所有制企業が相対的に独立した商品生
産者であることを前提にして，所有権の権能には，
占有・使用（収益を含む)･処分のほかに，所有権
と分離できない権利，いわゆる永久的な支配権と
いう権利が含まれると主張している。この見解に
よれば，支配権とは所有者が独立して所有物を排
他的に有する権利であり，しかも特定の所有権者
に属するものである。全人民所有制企業の経営権
について，占有・使用および処分の権能が，国家
所有権から分離され，完全な商品所有権を形成す
る。国家は，全人民所有制企業の財産につき，占
有・使用および処分という権能が分離された後も，
支配権を保有し続けるので，所有権を有する。こ
のようにして，全人民所有制企業の財産所有権に
関しては,物権理論について大陸法系における｢一
物－権」主義と違って，「一物二椎｣，すなわち国
家所有権と企業の商品所有権という二重構造が存
中uilの企業制度改革における「権利」の椛造について 157 
在しうる｡'7）
この見解は，伝統民法における物権法の原理を
社会主義の法体系に持ち込んで，しかも所有権の
二重椛造を用いて，伝統民法の所有権の諸権能以
外の支配権をもって国家所有権の正当性を主張し
ている。しかし，この支配権とは一体何の権能で
あるか，国家財産の処分権まで企業に移譲されて，
なぜ国家はなお所有権を主張できるかが疑問であ
る。
ほかに，商品所有権と同様な前提に立って，大
陸法系の用益物権を参考にして，社会主義制度の
もとに新たに現れた権利として，全人民所有制企
業の経営権を用益物権と主張する見解もある18)。
この見解によれば，全人民所有制企業が設立され
た後，企業は国家から交付された財産に対して財
産用益権を獲得し，国家はこの部分の財産に対し
て「単純所有権」を有し，それに基づいて全人民
所有制企業に指令的計画を下す｡」
法律に定めがない限り，これらの財産を処分する
ことができない｡｣20）
⑤経営権を否定する説
「経営権を民法の用益物権と比較するという視
点から，次のような見解も唱えられた。すなわち
伝統民法の物権理論に照らして，権利設定の手続，
権利取得の目的，所有権者利益の取得方法，客体
および客体に対する処分椎について，経営権と用
益物権との相違点を示したうえ，経営権は，用益
物権と異なっている。しかも，経営権は所有権で
もない。したがって，経営権の概念自体に問題が
ある。'21）
（２）上記議論についての若干の考察
まず，議論の前提として，中国の企業法制及び
企業改革との関係で指摘すべき点がいくつかある。
①国営企業はいわゆる請負経営責任制等の下で経
営活動を行っているため，企業の財産について使
用・管理権能を保有し，かつ使用・管理権を第三
者に対し主張・対･杭できる形で保有する必要があ
ると思われる。②rIil家との関係では，財産の公有
ilil1を前提とする以上，国家は当該財産に対し，ど
のような場合でも「究極的」で「最高」の支配権
を有すると考えなければ，公有制の根本思想と抵
触する可能性がある。③「所有権」という主張を
含む学説の場合はともかくとして，他の物権構成
などを採るとしても，かかる物権を合法的に取得
する法規定または法律行為が前提となるはずであ
り，かかる法規定等またはその解釈上，国家と企
業との間における，当該財産の占有・使用・処分
権能の「委譲」または「移譲」に関する基本関係
と物権移動が想定されるべきと思われる。④占有
権説にしても商品所有権説にしても，そのような
権能が使用・処分権能までを含めるものと構成で
きるか否かが問題となるはずである。
この議論に関しては，中国の公有制との関係で
更に深く考察する必要があると思われるため，こ
こでは問題点の指摘に止めておきたいが，いずれ
にしても,上記のような陸|家の所有権を前提とし
④新たな物権説
「この説は，経営権の性質から見れば，経営権
は新たな物権であると主張している。すなわち経
営権は，一定の財産に対して使用権と収益権を行
使する権利であるため，その法的性質は，伝統の
民法における用益物権とは異なるにもかかわらず，
体系的には，用益物権の範囑にいれて検討したほ
うがよいと主張している。また，この意味では，
経営権は一種の新たな物権であると見ている｡'９１
次に，経営権と物権との関係から，経営権は歴
史上の如何なる物権とも異なる権利であるという
点を強調して，経営権を新たな物権と見る見解も
あった。この見解は，経営権の物権的特徴につい
て次のように指摘している。①経営権は物に対す
る支配権である。経営権の客体は建築物，貴下設
備，原材料および貨幣資金といった固定資産と流
動資産である。企業は，－定量の国有財産に対し
て占有・使用・一定の処分権を行使する。②経営
権は排他的な財産権である。企業は，一El全人民
所有制企業に一定の財産を交付すると，これらの
財産に対して直接に支配することができなくなり，
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た，第三者に対しても対繧抗でき，また実|際の管理
運営者として占有・使用・処分できるという権利
を理論的に織成するという点から考えると，ある
種の用益物権と考えられなくもないだろう｡22）
自己責任を有し，かつその財産に対して法人所
有権を持つことになる。法人所有権の内容につ
き，それは'1111の「民法通則」７１条にいう紀漁
法人が法により自己の財産に対し占有，使用，
収益および処分の権利を意味すると説かれる。
そして，法人所有権と法人財産権との関係につ
いて，彼は法人所有権が法人財産権の主要な構
成部分であり法人所有権の客体が決して企業
法人のすべての財産ではないととらえる。つま
り，法人財産権の主要な内容は，企業が全出資
の出資で形成された企業法人の財産ならびに法
人が経済活動で生じた資産の増加部分に対する
財産所有権，企業法人が法により有する用益物
権と担保物権を含めた他物権，企業が契約また
は法律規定により有する債権，企業が法により
有する知的財産権などである｡｣25）
ｃ孔祥俊の見解
まず，孔氏は，「企業法人財産権につきどの
ような評価を下すにせよ，法人財産権の表現お
よびその規定が従来の企業財産権に関する考え
と立法に対壜する新たな突破であり，実質的に所
有権の内容を持つものと指摘し，その意義を高
く評価する。しかし，なぜ法人所有権ではなく
法人財産権の表現が中'１１共産党第14期第３回総
会の「決定』に取り入れられたかとの背景につ
いて，彼はこう述べる。つまり，その決定の競
う段階においては，それまで企業経営権が法認
されたが，しかし現実に企業に独立した財産を
付与することの実現が難しく，こうした状況を
変えるために，より適切な表現をもって企業の
真正な独立した財産を実現させなければならな
いことは強く認識された。確かに法人所有権の
表現はこうした役割を果たせるが，しかし法人
所有権の表現はインパクトが強すぎて，国家の
企業に対･する所有権を弱め，或いは否定さえす
るかもしれないという危愼を－部の人々に与え
るので，政策立案者にとって受け入れ難いもの
である。その結果，一種の妥協的な産物として，
法人財産権の表現は用いられることになった，
と。
３．「法人財産権」に関する考察
（１）まず，周教授は，会社法が法人財産権を承
認した後，その法的性質をめぐる法学者や経済学
者の議論が活発に展開され，そしてそれは，立法
者が政策的配慮で法人所有権を条文に明確に書き
入れることを拒み，法人財産権という新しい法律
用語を作り出したことに起因するとされている。
以下では，周教授の研究23)により，代表的である
と思われる法人所有権説，法人所有権でもなく経
営権でもないとする説，および経営権説を，lTil教
授の論稿を紹介・引用しながら見ることとする。
①法人所有権説
周教授は，この説は，法人財産権は実質的に法
人所有権であると主張し，多くの支持を受けてい
るとされる。
Ａ・属以寧の見解
「株式制度の導入を以前から積極的に主張す
る閥氏は，財産権と財産所有権が同様な意味を
有し，『企業法人財産権』を用いるのであれ，
また「企業法人所有権」を用いるのであれ，い
ずれも所有権を指し，意味の違いはないと述べ
る｡｣2Ｄ
Ｂ、柴振国の見解
まず，柴氏は，「中国の目指している現代的
企業制度の確立がとりも直さず会社法人制度を
中心とする現代的企業制度の確立であると強調
する。すなわち，中国において「民法通則」な
どによって，法人flill度が導入され，陸1有企業の
法人性が認められたが，しかし伝統的な体制の
影響がなお根強く残っている結果，国有企業の
財産所有権は明確に認められておらず，現実に
は多くの弊害が存在する。したがって，現代的
企業制度を確立することによってこそ，本当の
意味で企業は法人格を付与され，独立の財産と
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さらにまた，従来と比べて法人財-産権の表現
は積極的な意義があると認められるべきである
が，しかしそれはあくまでも経営権から法人所
有権へ移行するための過渡的なものにすぎず，
この側面を見極めて，最終的には法人所有権を
名実ともに法定化すべきだと強く説かれる。と
いうのも，財産権という表現は民法上人格権と
対比して広い範囲を有する法律概念であり，法
人所有権を用いず，法人財産権を用いることは
ただ概念の混乱さ・暖昧さを増すにほかならな
いからである｡｣26）
である，とされている。
③経営権説
これは余能斌氏と李国慶氏の見解であるが,｢国
有企業の法人財産権が所有権ではなく，経営権と
変わりのない権利だとの見解をlﾘ]確に示してい
る｡」「まず一部の経済学者は，英米などの国の経
済学における財産権（PropertyRights）の概念を
中国に紹介する際に，大陸法系においてほど，財
産権と所有権との区別が英米法系では厳密にされ
ていないことを利用して，法人財産権が法人所有
権であるという間違った結論を出した。しかし中
|工|の民法理論において財産権と所有権とは'Ⅲ白に
区別されている。次に，法人財産権が法人所有権
ではないと解することは所有権の完全性と排他性
によるものである。つまり，完全性とは内容上所
有権が物に対する一般支配や他物権の源泉を意味
する。排他性とは，１つの所有権が１つの主体の
みによって有され，その他のいかなる人々が同一
物に対して同様な内容の所有権を有せず，また所
有権者による所有権の行使を妨げないことを意味
する。その意味では，国有企業財産の所有権の主
体は国家のみであり，企業自身ではありえない。
さらに，法人財産権が経営権だと解することは，
中国共産党の『決定』の精神と現行法規定の主旨
に一致するものである。つまり『決定』に企業の
中の国有資産の所有権は国家に属すると明確に書
かれており，また『民法通則」８２条や『企業法』
２条なども，企業財産権が経営権であることを明
IMIに規定している。そのほか，現在的企業制度の
特徴の一つは，所有権の権能と所有権の主体が分
離するところにある。したがって，現代企業制度
を構築するために，国家所有権の諸権能から一部
の権能を分離させ，それを企業による自主行使の
できる１１１対的に独立した１つの権利として認める
必要がある｡｣28ｉ
なお，周教授は，財産権に関する大陸法系の伝
統的な民法理論を通してこそ，法人財産権の意味
はより正確に理解されうるであろうとされてい
る29)、
②法人所有権でもなく経営権でもないとする説
「この説は，法人財産権を前記の中国共産党大
会「決定」に書き入れるのに当たって採用された
考えである。これによれば，法人財産権は経営権
と法人制度の結合によって成立したものであり，
企業経営権は国家の所有権に対するものなので，
企業・国家間の権利義務の調整に重点を置いてい
るのに対して，法人財産権は’企業が独立した法
人として他の企業との間に生じた権利義務関係の
調整に重点を置いている。企業法人財産権は,｢企
業法』と『メカニズム転換条例｜の中に規定され
る経営権とうまく接続できるのみでなく，経営権
の内容をさらに充実させることもできる。経営権
と違うところは，２点あると主張されている。そ
の一つは，『メカニズム転換条例』の中に規定さ
れる経営権に収益権能が含まれていないのに対し
企業法人財産権には収益権能が含まれること，も
う一つは，「メカニズム転換条例ｊが国家が企業
債務に対し連帯責任を負担する否かにつき明碓に
していないのに対し法人財産権の概念を用いるこ
とによって企業の債務に対する国家の連帯責任が
明確に否定されたこと，である。この考えは，会
社法が成立した後，法人財産権を巡る議論の中に
もまた示し出され，法人財産権の意味について，
更にこう解釈をつけ加えた。つまり法人財産権は，
その他の民事権利に対しいう権利で，一種の法定
された広義の財産権であって，所有権と関連する
財産権、債権および知的財産権を含める｣27)もの
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利」構造が確立できる可能性も大きくなったと考
えられる。そうすると，上記各章で指摘した従来
の「権利」榊造の変容も起こりうるのではないか
と思われる。いずれにしても，筆者としては，今
後引き続きこのような問題意識に基づいて研究を
進めいく所存である。
（２）上記議論についての若干の考察
「法人財産権」の性質をめぐる問題についても，
｢経営権」について指摘した各点と類似する論点
が妥当するのではないかと思われる。①国営企業
は企業の財産につき第三者に対し主張・対･抗でき
る形で保有する必要があると思われる。また，第
三者からの主張につき，自己の財産ではないと対．
杭できる余地を与えてしまうと，経済秩序の混乱
を招く恐れがあるとも思われる。②国家との関係，
及びかかる財産権を合法的に取得する過程につい
ての問題点は「経営権」に関して論じた部分と同
様の前提に立って考える必要があると思われる。
なお，この問題に関しても，中国の公有制との関
係で更なる研究が期待されるところである｡30）
注
１）志村治美＝奥島孝康編「'1:'１]il会社法入門」１１本
経済新聞社，1998,27-34頁（李飛執筆)，志村治
美｢中国会社法の成立｣｢ジュリスト｣1042号，１９９４，１０８
頁以下，王保樹「中|工I会社法の制定と会社運営上
の留意点」白国棟＝楊沢字訳，『判例タイムズ』８５７
号，1994,24頁以下参照。
２）同前注。
３）この改正はわずか２か条（67条，229条２項）に
ついてなされたものであり，主にハイテク産業へ
の配慮から改正されたものである。王保樹「最近
の｢|]国会社法・証券法の立法と現状（１）中国会
社法と証券法の改正及び最近の発展」張紅訳，「京
都学園法学」2002年１号，２００２，１頁以下，韓暁
非「中国会社法の改正に関する最近の動向と課題」
「国際商事法務ｊ３０巻４号，2002,485頁以下参照。
４）虞建新「中国国有企業の株式会社化（－）－
経済体制転換と企業制度改革」名古屋大学「法政
論集」184号，2000,74頁以下参照。なお，今井健
一「'1:１国|工1有企業の所有制度再編一大企業民営
化への途」東京大学「社会科学研究」５４巻３
号１２００３，３７頁以下参照。
５）後掲三参照。
６）志村治美＝奥島孝康編・前掲注１１２７～34頁(李
飛執筆）参照。
７）この期ＩＩｉ１の段階分けの仕方は論者によって若干
異なることがある。例えば，白杼梅「国営企業か
ら株式会社への１'二１国の国有企業改革」「一橋研究』
２５巻４号，2001,59頁以下参照。
８）この時期の改革の規模については，白杼梅「国
営企業から株式会社への'11工|のＩＨＩ有企業改革」「一
橋研究」２５巻４号，2001,59頁，志村治美＝奥島
孝康編・前掲注１）２８頁（李飛執筆）参照。
９）それらは，「関千拡大国営工業企業経営管理自
主権的若干規定｣，「関子国営企業利潤留保的規定｣，
「関干開征国営企業固定資産税的暫行規定｣，「関干
提高|工|営工業企業固定資産折'１１率和改進折旧費使
用方法的暫行規定」及び「関干国営工業企業実行
流動資金全額信貸的暫行規定」である。
10）同法は，総則（第１～15条)，企業の設立・変更
と終了（第16～21条)，企業の権利と義務（第22-
４３条)，工場長（第44～48条)，従業員と従業員代
表大会（第49～54条)，企業と政府の関係（第55-
三第二次改正会社法における株式会社の
少数株主の保護とその位置付け
改正前の会社法の内容が少数株主の保護という
観点からみて不十分と指摘する意見は夙に存在す
る。例えば，累積投票制度，株主代表訴訟，株主
総会への議案提示権，検査役の選任権などについ
て，立法論として上記諸制度を設けるべきとする
指摘があった｡釦）
今回の改正では，累積投票制度（106条)，株主
代表訴訟(152条)，株主総会への議案提示権(１０３
条）に関する規定が盛り込まれた。また，法人格
否認に関する規定（20条）が設けられたことも特
徴的である32)。など，この改正法の下での適切な
運用が期待されるところであるが，同法全体にお
ける規定の詳細化，文言・要件の｢ﾘ]確化について
は立法論として常に妥当するのではないかと思わ
れる。
この改正における少数株主の保誰規定等の充実
化により，中国の会社法が前進を遂げたことは否
めないであろう。そして今回の改正により，会社
法制において，株主の権利保護の更なる強化への
道筋がより鮮明になったのではないかとも思われ
る。もしこのような立論が許されるならば，会社
法制において,株主対･会社という本来あるべき｢権
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６４条)，法的責任（第59～64条)，付則（第65～６９
条）という計８章から榊成される。
11）なお，同法制定後，1992年には企業の1fl主権を
更に強化する「全人民所有制工業企業転換経営機
制条例」（全人民所有制工業企業経営メカニズム転
換条例）が制定された。
12）なお，株式会社の最商意思決定機関は株主総会
であり，取締役・監査役の任免，年度予算決算・
利益処分。損失処理案の承認増減資，社債発行，
合併・分割・解散等及び定款の改正などの決定権
を有する（同法103条)。定時株主総会の召集権は
取締役会（105条）にあるが，百分の十以上の株式
を保有する株主は臨時株主総会の招集を請求でき
る（104条３号)。また株主総会での議決権は一
株一議決権となっている（106条１項)。ちなみに，
株主総会の普通決議は出席した株主の保有する議
決権の過半数の賛成（106条２項前段)，特別決議
（合併，分割または解散決議）はILlJi席した株主の保
有する議決権の三分の二以上の賛成（106条２項後
段，１０７条）をもってなされるものとなっている。
また，株式会社では監査役会が必置機関とされ，
定款に定める割合により職員代表と株主の代表が
構成員となる（124条)。前掲注ｌ）諸文献参照。
13）虞建新「中国国有企業の株式会社化（三）－
経済体制転換と企業制度改革」名古屋大学『法政
論集」187号，2001,333～334頁。なお本稿にお
ける考察は虞建新氏及び周剣龍教授の優れた先行
業績に負うところが多く，この場を借りて謝意を
表したい。
14）虜・前注↑334頁以下。なお，周剣龍「'''１．会社
法における法人財産権の概念をめぐって」早稲'１１
大学比較法研究所「比較法学』３１巻１号，１９９７
年，277頁以下をも参照。
15）虜・前掲注13)，334頁。江平ほか「国家與国営
企業間之間的財産関係応是所有者和占有者｢1勺関係」
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